
令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業
（単位：円）

1
江南市プレミアム付商
品券発行支援事業

①新型コロナウイルス感染症拡大で影響を受けた市民と市内の事業者等を支援し、
あわせて、地元消費の拡大と地域経済の活性化を図る。
②江南商工会議所が実施する、プレミアム付商品券事業へ補助金を交付する。
③市内在住の者及び市内事業者等

298,177,615 271,033,000
①換金額　754,718,000円
②市民の消費喚起を促したことにより、地元消費
が拡大し、地域経済の下支えができた。

2
スクール・サポート・ス
タッフ配置事業

①小中学校にスクール・サポート・スタッフを配置し、新型コロナウイルス感染症対
策のため増大した共用物品の消毒などの教職員の業務を支援する。
②江南市立小中学校15校に各小中学校１名（計15名）を配置する。
③スクール・サポート・スタッフ

8,204,670 2,735,000
①②新型コロナウイルス感染症対策により増加し
た教員の業務負担が軽減された。

3 学校管理運営事業

①新型コロナウイルス感染症対応のため修学旅行等を中止や延期する際に発生す
るキャンセル料等を補助することにより、保護者の経済的な負担軽減を図る。
②修学旅行を中止したり延期したりすることにより発生するキャンセル料等を補助す
る。
③市立小中学校

1,865,790 1,780,000
①②新型コロナウイルス感染症対策や児童・生徒
の学びの機会を保障することにより保護者の安心
につながった。

4
小中学校便所等清掃
委託事業

①児童生徒及び教職員の新型コロナウイルス感染リスクを抑えるため。
②市内15校の小中学校便所等の清掃を外部委託する。
③地方公共団体

59,160,200 56,424,000
①②便所等の清掃を外部委託することにより児童・
生徒の新型コロナウイルス感染症の対策を講じる
とともに、保護者の安心へとつなげることができた。

5 救急出動事業

①新型コロナウイルス感染者や疑いがある傷病者を救急搬送するにあたり、救急隊
員及び搬送医療機関への感染拡大の防止を図るとともに今後も継続する感染症対
策に対応できる備蓄の拡充を目的とする。
②新型コロナウイルス感染症対策用の感染防止資器材の整備
③地方公共団体

773,080 737,000

①消防業務体制の継続のために、感染防止対策
に努めた。
②感染防止対策を行うことで、消防業務体制が保
たれ、市民への安心・安全な消防業務サービスを
行うことができた。

6
救急資機材整備・保全
事業

①新型コロナウイルス感染者や疑いがある傷病者の救急搬送時において、非接触
を目的とした資器材整備を図ることによって、救急隊員及び搬送医療機関への感染
拡大の防止に努める。
②自動式心臓マッサージ器　２器
③地方公共団体

5,478,660 5,225,000

①心肺停止傷病者の対応として、救急隊員への感
染リスクを軽減することができた。
②感染防止対策を行うことで、消防業務体制が保
たれ、市民への安心・安全な消防業務サービスを
行うことができた。

7 救急訓練事業

①新型コロナウイルス感染者の拡大に伴う心肺停止傷病者への対応について、救
急隊員への感染リスクを軽減するための活動指針が示され、現場で円滑に活動が
できるよう訓練の実施を目的とする。
②救命処置トレーニングシミュレーター　１式
③地方公共団体

2,088,350 1,992,000

①新型コロナウイルス感染者の拡大に伴う心肺停
止傷病者への対応についての活動指針を円滑に
実施することができた。
②感染防止対策を行うことで、消防業務体制が保
たれ、市民への安心・安全な消防業務サービスを
行うことができた。

8
ニューあいちスタン
ダード認証制度促進奨
励金交付事業

①飲食店における感染症対策の徹底強化を目的に、感染症対策が徹底された飲食
店を愛知県が認証する「ニューあいちスタンダード認証制度」の促進を図る。
②ニューあいちスタンダードの認証を受けた市内飲食店に対し、奨励金を交付す
る。
③ニューあいちスタンダードの認証を受けた市内飲食店

27,092,806 20,836,000

①交付件数　291件
②奨励金の交付により市内飲食店を支えるととも
に、市内飲食店での消費を活性化することができ
た。

9
江南市中小企業者等
応援金交付事業

①緊急事態措置またはまん延防止等重点措置による休業要請・営業時間短縮要請
や不要不急の外出・移動の自粛の影響に伴い、売上が減少した中堅企業、中小企
業その他の法人等、及びフリーランスを含む個人事業者の事業の継続を支援する。
②国が実施する「月次支援金」または愛知県が実施する「愛知県中小企業者等応
援金」の交付を受けた市内中小企業者等に対し、市から応援金を交付する。
③国が実施する「月次支援金」または愛知県が実施する「愛知県中小企業者等応
援金」の交付を受けた者のうち、本店または主たる事務所が江南市内にある中小企
業者等

15,458,420 11,888,000

➀月次支援金　114件
　 愛知県中小企業者等応援金　41件
②緊急事態措置またはまん延防止等重点措置に
よる休業要請・営業時間短縮要請や不要不急の外
出・移動の自粛の影響に伴い、売上が減少した中
堅企業、中小企業その他の法人等、及びフリーラ
ンスを含む個人事業者の事業の継続を支援した。

11
障害者自立支援給付
事業

①市内の障害福祉サービス等事業所が、新型コロナウイルス感染症に感染すると
重症化するリスクが高い利用者に対して、最大限の感染防止対策を講じながら、
サービスを継続的に提供し続けたこと及び今後の新型コロナウイルス感染症への更
なる備えに対して応援金を交付することにより、事業所の安定した事業継続を支援
する。
②障害福祉サービス等事業所１事業所あたり　5万円～15万円
③以下の（１）、（２）両方の条件を満たす事業所
（１）障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく指定を受けている障害福祉サービ
ス事業所及び障害児通所支援事業所であること
（２）令和3年8月31日時点において、市内に所在している事業所であること

6,574,774 5,056,000

①交付件数　80件
②アンケート結果より、応援金の効果があると回答
があった事業者が97.50％であった。この応援金に
より衛生用品（マスク、消毒液等）の確保などに使
用され利用者が安心して利用できる環境づくりに寄
与した。

交付金充当額
　　　　　　　　　効果検証
　　①成果（具体的に数値等を記載）
　　②検証（評価）

①市内の介護サービス事業所等に対して、新型コロナウイルス感染症に感染すると
重症化するリスクが高い利用者に対して、最大限の感染防止対策を講じながら、
サービスを継続的に提供し続けたこと及び今後の新型コロナウイルス感染症への更
なる備えに対して応援金を交付することにより、事業所の安定した事業継続を支援
する。
②介護サービス事業所等1事業所あたり　5万円～20万円
③以下の（１）、（２）両方の条件を満たす事業所
（１）介護保険法に基づく指定を受けている事業所、老人福祉法上の養護老人ホー
ム・軽費老人ホーム・有料老人ホーム、高齢者の居住の安定確保に関する法律上
のサービス付高齢者向け住宅
（２）令和3年8月31日時点において、市内に所在している事業所であること。

①交付件数　114件
②アンケート結果より、サービスを継続している事
業者が99.01％となり、応援金の効果があると回答
があった事業者が92.08％であった。この応援金に
より衛生用品（マスク、消毒液等）の確保などに使
用され利用者が安心して利用できる環境づくりに寄
与した。

7,985,00010,382,798

No. 事業名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要
　　　　①目的・効果
　　　　②交付金を充当する経費の内容
　　　　③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
（実績額）

介護サービス事業所
等応援金交付事業
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（単位：円）

交付金充当額
　　　　　　　　　効果検証
　　①成果（具体的に数値等を記載）
　　②検証（評価）

No. 事業名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要
　　　　①目的・効果
　　　　②交付金を充当する経費の内容
　　　　③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
（実績額）

13
Web会議システム活用
推進事業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により庁内貸出のWeb会議システム用端
末の需要が増えており、現状の配備数では需要に応えられていない。
そのため、端末を増設することによってWeb会議システムの活用を推進し、3密を回
避する。
②通信用モバイルルータ2台の借上と、庁内貸出のWeb会議システム用端末2台の
増設を実施し、Web会議の環境を整備する。
③地方公共団体

243,120 232,000

①②新型コロナウイルス感染症拡大の影響により
庁内貸出のWeb会議システム用端末を増設したこ
とにより、Web会議の環境を整えることができ、職員
の感染症対策につながった。

14
少年センター感染症予
防・対策事業

①新型コロナウイルス感染のリスクを軽減することで、相談者が安心・安全に少年セ
ンターを利用できる環境を整える。
②現在、新型コロナウイルス感染症対策として、利用の度に消毒作業を行っている
が、その際に必要となる消毒液やカウンタークロスを購入するとともに、相談者に安
心していただけるよう、アクリル板の対面間仕切り、空気循環式紫外線清浄機を設
置する。
③地方公共団体

164,313 156,000

①②新型コロナウイルス感染症対策として消毒液
や空気循環式紫外線清浄機を設置したことにより
相談者が安心して利用できる環境を整えることが
できた。

15
歴史民俗資料館感染
症予防・対策事業

①新型コロナウイルス感染のリスクを軽減することで、市民が安心・安全に歴史民
俗資料館を利用できる環境を整える。
②新型コロナウイルス感染症対策として「足ふみ式消毒液スタンド」「消毒液」「空気
循環式紫外線清浄機」を購入する。
③地方公共団体

188,650 179,000

①②新型コロナウイルス感染症対策として消毒液
や空気循環式紫外線清浄機を設置したことにより
市民が安心して利用できる環境を整えることができ
た。

16
学習等供用施設感染
症予防・対策事業

①新型コロナウイルス感染のリスクを軽減することで、市民が安心・安全に学習等
供用施設を利用できる環境を整える。
②現在、新型コロナウイルス感染症対策として、利用の度に消毒作業を行っている
が、その際に必要となる消毒液及びカウンタークロス、足ふみ式消毒液スタンドを購
入し、感染予防を図る。
③地方公共団体

135,658 130,000

①②新型コロナウイルス感染症対策として消毒液
や足ふみ式消毒液スタンドを購入したことにより市
民が安心して利用できる環境を整えることができ
た。

17
公民館感染症予防・対
策事業

①新型コロナウイルス感染のリスクを軽減することで、市民が安心・安全に公民館を
利用できる環境を整える。
②現在、新型コロナウイルス感染症対策として、利用の度に消毒作業を行っている
が、その際に必要となる消毒液及びカウンタークロス、足ふみ式消毒液スタンドを購
入し、感染予防を図る。
③地方公共団体

92,688 89,000

①②新型コロナウイルス感染症対策として消毒液
や足ふみ式消毒液スタンドを購入したことにより市
民が安心して利用できる環境を整えることができ
た。

19
子育て世帯への臨時
特別給付金支給事業

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、子育て世帯を支援するため、
臨時特別給付金（単市分）を支給する。
②児童1人あたり10万円
③国の「子育て世帯への臨時特別給付金」において、所得制限により支給対象外と
なった方のうち、令和3年9月分の児童手当（特例給付）の対象となる児童（0歳から
中学生）の養育者

115,458,955 100,000,000

①受給者数　875人
②国制度の対象外となった養育者を支援すること
ができ、新型コロナウイルス感染症の影響を受け
ている子育て世帯を支援することができた。

20
学校保健特別対策事
業費補助金

①学校の感染症対策、児童生徒の学びの保障をする体制の整備等を促進する。
②児童生徒の安心安全な学習環境を確保しつつ教育活動を着実に継続するため、
学校の感染症対策等を講じる取組及び児童生徒の学びの保障をするための取組に
必要となる経費を補助する。
・支給上限額
　児童生徒数1人～300人の学校　90万円
　　　　　　301人～500人の学校　135万円
　　　　　　501人以上の学校　180万円
③市内小中学校15校

22,500,000 10,730,000
①②補助金の支給により、児童生徒の安心安全な
学習環境を確保しつつ教育活動を継続するための
取組を支援することができた。

597,274,971 515,381,000

14,551,000

①交付件数　234件
②アンケート結果より、応援金は役に立ったと回答
があった事業者が100％であった。この応援金によ
り衛生用品（マスク、消毒液等）の確保などに使用
され利用者が安心して利用できる環境づくりに寄与
した。

地域医療推進支援事
業
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①新型コロナウイルス感染者や疑いのある傷病者を救急搬送するにあたり、救急隊
員への感染防止を図るとともに、長期化している感染状況を考慮し必要な資器材の
拡充を目的とする。
②新型コロナウイルス感染症対策用の感染防止資器材の整備
③地方公共団体

4,313,060 3,623,000

①消防業務体制の継続のために、感染防止対策
に努めた。
②感染防止対策を行うことで、消防業務体制が保
たれ、市民への安心・安全な消防業務サービスを
行うことができた。

救急出動事業（追加
分）

18

合　　　計

①市内の医療機関等が、経済的・精神的な負担がかかる中、最大限の感染防止対
策を講じながら、強い使命感を持って医療等を継続的に提供し続けたこと及び今後
の新型コロナウイルス感染症への更なる備えに対して応援金を交付することによ
り、医療機関等の安定した事業継続を支援する。
②対象及び交付額（1医療機関等あたり）
　・第2次救急医療を担う病院　　100万円
　・上記以外の病院　　　　　　　30万円
　・医科診療所（有床）　　　　　20万円
　　　　　　　（無床）　　　　　10万円
　・歯科診療所　　　　　　　　　10万円
　・助産所　　　　　　　　　　　5万円
　・薬局　　　　　　　　　　　　5万円
　・施術所　　　　　　　　　　　5万円
③令和3年8月31日時点において、市内に医療機関等を有し、医療等の継続的な提
供を行った医療機関等（医療機関、診療所、歯科診療所、助産所、薬局、施術所）

18,921,364


